
1.重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　満期保有目的の債券の期末評価については、償却原価法（定額法）を採用しております。
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）を
　　採用しております。なお、未成業務支出金は個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
　　による簿価切下げの方法により算定）を採用しております。
（３）固定資産の減価償却の方法
　　①固定資産（リース資産を除く）は、法人税法で規定する定額法を採用しております。 
　　②所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価
　　　額を零とする定額法を採用しております。なお、主なリース資産の内容は、OA機器であります。
（４）引当金の計上基準  
　　①貸倒引当金は、債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績をもとに
　　　算出した貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、 
　　　回収不能見込額を計上しております。 
　　②賞与引当金は、職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を  
　　　計上しております。 
　　③退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、退職手当の当期末要支給額を計上しております。
（５）消費税等の会計処理  
　　税込方式によっております。  
（６）税効果会計の適用について  
　　税引前の当期正味財産増減額と法人税、住民税及び事業税の金額を合理的に期間対応させ、より適正
　　な当期正味財産増減額を計上することを目的として税効果会計を適用しております。 

2.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりであります。
（単位：円）

3.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりであります。
（単位：円）
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( -) ( -) (
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( -) ( -) (
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財務諸表に対する注記

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　退職給付引当資産 72,723,321 6,409,464 2,801,092 76,331,693 
　会館設備更新引当資産 995,199,469 683,712,704 

特定資産
　土地 93,780,434 93,780,434 

100,000,000 411,486,765 

- - 

　修繕引当資産 28,320,785 8,504,843 219,815,942 
　預り金返還引当資産 110,036,300 - - 110,036,300 

200,000,000 

　大学院生奨励引当資産 80,000,000 - 70,000,000 
合 計 1,380,060,309 306,409,464 432,792,700 1,253,677,073 

10,000,000 

76,331,693)

科 目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に
対応する額）

特定資産

　会館設備更新引当資産 683,712,704 683,712,704)

　修繕引当資産 219,815,942 219,815,942)

　土地 93,780,434 93,780,434)

　退職給付引当資産 76,331,693

合 計 1,253,677,073 93,780,434) 973,528,646) 186,367,993)

　預り金返還引当資産 110,036,300 110,036,300)

　大学院生奨励引当資産 70,000,000 70,000,000)



4.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりであります。
（単位：円）

5.補助金等の内訳ならびに交付者、当期の増減額及び残高

　補助金等の内訳ならびに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりであります。
（単位：円）

100,000 100,000
100,000 100,000

時　　価 評価損益

　第311回利付国債（10年） 79,843,732 80,474,240 630,508
　第312回利付国債（10年） 108,000,000 109,269,432 1,269,432

　第307回利付国債（10年） 39,998,957 40,072,320 73,363
　第310回利付国債（10年） 69,975,746 70,503,230 527,484

種 類 及 び 銘 柄 帳簿価額

貸借対照表上
の記載区分

Travel Grant
東京生化学研究会

400,000 400,000

合 計 297,818,435 300,319,222 2,500,787

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

医学学会等補助金 広島県 224,400 224,400

海外研究者招聘補助金

日本薬剤師会

450,000 450,000

補助金 広島市 112,200 112,200

千葉市 2,500,000 2,500,000千葉市大規模コンベンション開催補助金

助成金 日本病院薬剤師会 300,000

研究発表会等開催助成金 中国電力技術研究財団 100,000 100,000

コンベンション開催事業助成金 岐阜観光コンベンション協会 100,000 100,000
学術集会および科学技術振興事業助成 セコム科学技術振興財団 700,000 700,000

研究集会助成 八雲環境科学振興財団 300,000 300,000
研究助成 両備檉園記念財団 100,000 100,000
コンベンション開催補助金 倉敷観光コンベンンションビューロー 100,000 100,000

コンベンション開催補助金 熊本国際観光コンベンンション協会

学会・シンポジウム補助金 東京薬科大学

合 計 6,386,600 6,386,600

300,000
助成金

永井記念薬学国際交流財団

300,000 300,000

国際交流助成金 テルモ生命科学芸術財団 500,000 500,000



6.その他
（１）退職給付関係
　　①採用している退職給付制度の概要
　　　　確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。
　　②退職給付債務及びその内訳

（単位：円）

　　③退職給付費用に関する事項
（単位：円）

　　④退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
　　　　退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を基礎として
　　　　計算しております。

（２）税効果会計関係
　　①繰延税金資産の主な原因別の内訳

（単位：円）

　　②法人税法上の非収益事業と収益事業の区分
（単位：円）

（３）賃貸等不動産に関する注記
　　①賃貸等不動産に関する事項
　　　当法人では、その所在地において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）を有しております。
　　②賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：円）

（注１）貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除しております。
（注２）当期末の時価欄に記載の金額は、固定資産税評価額にもとづいております。

（４）金融商品に関する注記
　　①金融商品に対する取組方針

　当法人の資金運用は、金融機関への定期預金、日本国債のみであり、元本の償還については
　僅少なリスクしか負わないものに限定して行っております。

　　②金融商品の内容及びそのリスク
　国債で運用を行っている特定資産には発行体の信用リスク等が存在しております。

　　③金融商品のリスクに係る管理体制
・特定資産の運用内規に基づく取引
　金融商品の取引は、当法人の特定資産の運用内規に基づき行っております。
・信用リスクの管理
　国債、預金については、発行体、金融機関の状況を定期的に把握しております。
・市場リスクの管理
　国債、預金については、定期的に把握しております。

退職給付債務 -76,331,693
退職給付引当金 -76,331,693

勤務費用 -6,409,464

賞与引当金 113,960

（固定）

退職給付費用 -6,409,464

区分 金額

未払事業税等 1,199,254

評価性引当額 13,587
合計 6,138,489

非収益事業

退職給付引当金 4,805,020
その他 33,842

計 6,152,076

　寄付金損金算入限度額（Ｂ） 176,680,995 176,680,995
　小計（Ｃ）＝（Ａ）＋（Ｂ） -20,034,488 252,401,246 232,366,758

収益事業 合計

　税引前当期一般正味財産増減額（Ａ） -20,034,488 75,720,251 55,685,763

貸借対照表計上額 時価
1,832,312,754 3,787,706,338

　当期一般正味財産増減額（Ａ）－（Ｄ）－（Ｅ） -20,034,488 51,041,083 31,006,595

　法人税、住民税及び事業税（Ｄ） 24,500,000 24,500,000
　法人税等調整額（Ｅ） 179,168 179,168



附属明細書

1．基本財産および特定資産の明細

財務諸表に対する注記2.に記載しております。

2．引当金の明細

(単位：円)

1,225,000

科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

貸倒引当金 1,500,000 1,225,000 1,500,000

4,300,000

退職給付引当金 72,723,321 6,409,464 2,801,092

賞与引当金 3,700,000 4,300,000 3,700,000

76,331,693


